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第１章 総 則 

（名称） 

第１条 この区は、牛頸区（以下「本区」という。）と称する。 

（事務所） 

第２条 本区は、事務所を大野城市牛頸１３５７番地５牛頸公民館内に置く。 

（構 成） 

第３条 本区は、区域内に在住する住民（世帯）をもって構成し、隣組制を設ける。 

（公 告) 

第４条 本区の公告及び周知事項は、掲示板への掲示、回覧、牛頸区情報もしくはホ

ームページ等で行う。 

 

第２章 目的及び事業 

（目 的） 

第５条 本区は、区内住民の融和協調を推進し、生活の向上及び福祉の増進を図り、 

もって区及び市の発展に寄与することを目的とする。 

（事 業) 

第６条 本区は、第5条の目的を達成するために次の事業を行う。 

１、 住民の交流、ふれあいの促進に関する事業 

２、 住民の福祉の増進 

３、 環境保全及び災害防止に必要な措置 

４、 伝統行事の保持 

５、 住民の要望、課題の解決 

６、 その他の目的達成のために必要な事業 
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第３章 役員等及び職員   

（役員等及び職員) 

第７条 本区に、役員、評議員、顧問、隣組長及び職員・保全員を置き、その任務の

概要、定数、任期及び選任方法は、次の表のとおりとする。 

 

 

区分 職 名 任  務 定数 任期 選任方法 備 考 

 

  役 

  員 

   

区長兼 

行政区長 

公民館長 

区を代表し、区及

び公民館業務を統

括する 

 

１名 

  

 ２ 

 年 

 再 

 任 

 可 

 

 

評議員会で推薦し 

総会で決定する 

 

 

副区長 

兼 

副公民館

長 

公民館長を補佐

し、公民館の運営

及び公民館活動の

指導助言を行い区

長に事故ある時は

区長の職務を代行

する 

１名 

会計 区の会計業務等に

従事する 

１名 

幹 事 執行部会の議決等

に基づき、業務を

執行する 

２名 １名は書記

を兼務 

監査員 区の決算等を監査

する 

２名 ２ 年

再 任

不可 

 

評 議 員 区長の諮問に応じ

意見を具申する 

１ ５

名 

以内 

２ 年

再 任

可 

執行部で推薦し 

総会で決定する 
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顧問 区長の諮問に応じ

助言を行う 

若 干

名 

２ 年

再 任

可 

執行部に諮り、 

区長が委嘱する 

設置は任意

事項 

隣 組 長 隣組を代表し、区

長の業務を補佐

し、隣組の業務を

処理する 

各隣 

組に 

１名 

１年 隣組内で決定し 

総会に報告する 

 

職   員 区の事務及び訪問

者の接遇等に従事

する 

１名  区長が推薦し執行

部で決定する 

 

 職   員 

（土・日、夜間） 

 

土・日曜日、夜間

の訪問者の接遇、

保全等に従事する 

若 干

名 

 区長が推薦し執行

部で決定する 

 

保全員 公民館の保全に従

事する 

1名  区長が推薦し執行

部で決定する 

 

 

 

（執行部） 

第８条  本区の執行部は、区長、副区長、会計及び幹事２名をもって構成する。 

（評議員） 

第９条  評議員の推薦基準、任務等細部については、別途決める 

（欠員補充） 

第１０条 役員並びに評議員の任期中に欠員を生じたときは、第７条の規定により推薦し

補充する。但し、任期は前任者の残任期間とする。 

（顧 問） 

第１１条 本区に顧問を置くことができる。顧問は区に貢献した人、区長経験者、市議会

議員、有識者等で、区長が執行部会に諮り委嘱する。 
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第４章 総会 

（総会の種別、招集、議事の要領） 

第１２条 本区の総会は、通常総会及び臨時総会とし、通常総会においては区長が、臨時

総会においてはそれぞれの関係者が会議の目的、その内容、日時及び場所を

記載した書面による招集通知をもって、会日の４日前までに隣組長を通じて

各世帯に配布しなければならない。 

 

（通常総会） 

第１３条 通常総会の議事は、次のとおりとする。 

時期 議決事項 定足数 表決 出席資格 

毎月

４月 

１、 事業報告及び収支決算 

２、 事業計画及び収支予算 

３、 役員の選任及び解任 

４、 報酬、給与総額の決定 

５、 規約の改訂 

６、 区費の額の決定 

７、 その他必要事項 

委任状を含

む全世帯の

５分の１以

上の出席に

よる 

出席者の過半

数で決し、可否

同数のときは

議長が決定す

る。 

執行部は意見

を表明するこ

とができるが

表決には加わ

らない 

区民１世帯に

つき成人１名

とする 

（臨時総会） 

第１４条 １、臨時総会は、区長、評議員、監査員もしくは区民の４分の１以上の請求に

より、請求があった日から３０日以内に開催しなければならない。 

     ２、前項において、区長、評議員の請求による場合は区長が、監査員もしくは

区民の請求による場合はそれぞれの関係者が、招集者となる。 

（議長） 

第１５条 総会の議長は、出席者の中から選任する。 

（議事録） 

第１６条  総会の議事録は、次の事項を記載しなければならない。 

(1) 日時及び場所 
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(2) 区民の総数及び委任状を含む出席者数 

(3) 審議事項と意見 

(4) 議事の経過の概要及びその表決結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

 

     ２、議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人２名が署名、

押印しなければならない。 

 

第５章 その他の会議 

（会議） 

第１７条 本区の会議は、次の表に定めるとおりとし、区長が招集し議長となる。 

     ２、前項にかかわらず、評議員は、評議員会長が招集し議長となる。 

     ３、区長は、執行部又は評議員会長が請求したときは、臨時に会議を開催しな

ければならない。 

（執行部会） 

開催時期 議事 定足数 表決 出席資格 

毎月１回 

及び区長 

が必要と 

認めたと

き 

１、総会付議事項の決定 

２、総会議決事項の執行 

  に関する事項 

３、区行政に関する重要事

項の検討 

４、職員等の給与案作成 

５、その他の必要事項 

過半数 

の 

出席 

出席者の過半数

で決し、可否同

数のときは議長

が決定する 

第８条の規

定による 
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（評議員会） 

開催時期 議事 定足数 表決 出席資格 

年４回の 

定例会及

び区長が

要請した

とき 

１、区長諮問事項の検討答申 

２、役員及び監査員の推薦 

３、予算、決算等の案の承認 

４、役員報酬案の作成 

５、金銭を伴う対外事業契約 

６、その他の必要事項 

過半数 

の 

出席 

出席評議委員

の過半数で決

し、可否同数

のときは議長

が決定する 

評議員 

及び 

執行部 

 

（隣組長会） 

開催時期 議事 定足数  出席資格 

偶数月 １、執行部議決事項の連絡及

び市等の依頼事項の伝達 

２、その他の必要事項 

過半数 

の 

出席 

 隣組長 

又は 

代理者 

 

第６章 資産及び会計 

（会計年度） 

第１８条 本区の会計は、毎年４月１日から、翌年３月３１日までとする。 

（会計）  

第１９条 本区は、一般会計のほか特別会計を設ける。 

（予算） 

第２０条 本区の事業計画及び収支予算は、毎会計年度開始前に、区長が作成し 

総会の議決を経なければならない。ただし、補正予算は、評議員会に諮 

問し執行部で決定することができる。 

   ２ 前項の規定にかかわらず、年度開始日から総会において予算が決議されるまで

の間は、前年度の予算を基準として、区長の判断で執行することができるもの

とする。 

（収入） 

第２１条 本区の収入は、区費、交付金、補助金、寄付金その他の収入をもってこれに充

てる。 
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（区費） 

第２２条 区内の住民は、世帯ごとに区費を納めるものとする。ただし、区長が必要と認

めたときは、減免することができる。 

     ２、区費の額は、総会において決定し、隣組長が徴収し会計に納める。 

     ３、区費は月額４００円とする。 

     ４、年度中途の転入者は転入の翌月から、転出者は転出の月まで区費を徴収す

ることができる。 

     ５、区内に事業所等を有する団体から、その形態に応じ区費を徴収することが

できる。 

（会計処理） 

第２３条 本区の会計は、区で定める会計規則に基づき処理し、常に明確にしておかなけ

ればならない。 

（資産及び資金の管理） 

第２４条 資産及び資金は、区長が管理し、資金については、金融機関への預金等安全か

つ有利な方法で運用しなければならない。 

 

（事業報告及び決算） 

第２５条 本区の事業報告書、一般会計及び特別会計決算書は、毎会計年度終了後すみや

かに作成し、監査員の監査を経て総会の承認を得なければならない。 

     ２、前項の承認を受けた書類及びこれに関する監査員の意見を記載した書面に

ついては事務所に備え置くものとする。 

     ３、決算上繰越金を生じたときは、次会計年度に繰り越すものとする。ただし、

必要な場合には、その一部を特別会計に編入することができる。 

（監査） 

第２６条 １、監査員は、毎年９月末及び翌年３月末現在で、会計を監査し、区長に提出

しなければならない。 

     ２、監査員は、前項における翌年３月末現在の監査結果については、通常総会

に報告しなければならない。 
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第７章 雑則 

（開発行為） 

第２７条 区内で開発行為を行う事業者は、区と協議を行わなければならない。 

（細則） 

第２８条 この規約の施行について必要な細則は、別途定める。 

 

（改訂） 

第２９条 この規約の改訂は、総会の承認を経なければならない。 

 

             附則 

      この規約は昭和５６年４月 １日から施行する。 

      この規約は昭和６１年４月１３日から施行する。 

      この規約は平成 ２年４月１５日から施行する。 

      この規約は平成 ４年４月１２日から施行する。 

      この規約は平成 ６年４月１０日から施行する。 

      この規約は平成 ９年４月１３日から施行する。 

      この規約は平成１１年４月１１日から施行する。 

      この規約は平成１３年４月１５日から施行する。 

      この規約は平成２３年４月２４日から施行する 

      この規約は平成２４年４月２２日から施行する 

      この規約は平成２５年４月２１日から施行する 

      この規約は令和 ４年４月１７日から施行する 

      この規約は令和 ６年４月２１日から施行する 

 


